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 １ はじめに 

原告は、答弁書における「固有の資格」に係る主張が誤りであることについ

て、原告第１準備書面を提出し、同書面第１節において「行政処分の相手方に

なった場合は「固有の資格」ではないとする主張が誤りであること」について

述べ、同書面第２節において「国の機関は「固有の資格」において承認処分の

名宛人となること」について述べた。これに対し、被告は、被告第 1準備書面

の第３・１から第３・３において、原告第１準備書面・第１節に対する主張を

している。 

   被告第１準備書面の第３・１については、すでに提出した書面で述べたとお

りであるが、被告第１準備書面の第３・２及び第３・３について、以下のとお

り、主張を補充しておくこととする。 

 

２ 被告第１準備書面の第３・２について 

被告は、昭和 37年最高裁判決の事案について、鉱業法 187条（昭和 37年法

律第 161号による改正前のもの。）に基づく土地調整員会の裁定について、土地

調整員会設置法 49 条１項（昭和 37 年法律第 140 号による改正前のもの。）に

基づく取消訴訟を提起したものであるところ、同制度は主観訴訟ではなく、客

観訴訟であるから、原告主張は前提を欠く旨主張する。 

しかし、私人が裁定や訴訟を提起する場合も、全く同じ制度を利用すること

になること、裁定の申請適格や原告適格は、単に「不服のある者」と包括的な

要件で定められていること1、被告引用の文献においても2、公益上の利害関係が

                                                   
1 同制度あるいは同制度を引き継いだものと理解される公害等調整委員会の裁定及び裁定に対

する訴えが、現行行訴法においては、民衆訴訟、機関訴訟のいずれに分類されるのかは不明だ

が、民衆訴訟の典型である住民訴訟や機関訴訟の典型とされる職務執行命令訴訟においては、

原告適格が誰に認められるかは、極めて一義的に明確に規定されている。 
2 なお、同文献は昭和 28年のものであり、現在の行審法や行訴法における議論からすると、明

らかに古い点が見られる。例えば、鉱業権の設定が、それだけでは他の利益や公益を害したり

するものではないから、基本的には、処分によって権利又は利益を侵害された者はいないこと

になる、とされているが（370頁）、これは、処分の直接的な法効果を受ける者のみが不服申立

て適格を有するという理解を前提としていると考えられ、現在の行審法や行訴法において名宛

人や準名宛人以外の第三者に原告適格が認められていることとはそぐわない。 
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要求されていることからすると、同制度が客観訴訟として法定されたものとは

理解されない3。 

なお、原告は、摂津訴訟も、公権に基づく抗告訴訟が認められる例として挙

げているが、被告は特に触れていない。 

 

２ 被告第１準備書面の第３・３について 

   被告の主張は、要するに処分性が相対的に認められるものという前提に立っ

た上で、平成 17 年最高裁判決や平成４年最高裁判決における都市計画事業認

可や土地改良事業認可の処分性は、名宛人以外の私人に対する関係で処分性を

認めたもので、地方公共団体に対する関係で認められたものではないとも理解

できるということである。 

   一般論として、いわゆる内部行為についても外部効果が認められるべき場合

があること自体は否定するものではないし（その場合、当該外部効果を受ける

者が処分の名宛人あるいは準名宛人ということになろう）、藤田宙靖は、（裁定

的）関与に対する抗告訴訟の提起について否定的な論者であるのだから、藤田

の立場からすると、土地改良事業認可に関する最高裁判決（乙 46 号証では切

れているが、藤田の脚注 18では、最高裁昭和 61年２月 13日判決・民集 40巻

１号１頁が引用されている）について、そのように理解することが可能である

旨の指摘をしたものと思われる4。 

   しかし、土地改良事業認可に関する平成４年最高裁判決については、そのよ

                                                   
3 土地調整委員会設置法が制定された当時は、取消訴訟については、行特法が規律しており、そ

もそも客観訴訟という概念は実定法上は存在しないし、行政事件訴訟法の概説書においても、

同制度は客観訴訟としては整理されていない（例えば、杉本良吉『行政事件訴訟法の解説』14

頁では、行訴法３条の３項の裁決の取消しの訴え（抗告訴訟）の解説において、土地調整委員

会設置法 50条が挙げられ、同 33頁では行訴法８条の解説において、鉱業法 180条が挙げられ

ているが、５条、６条、42条の解説においては、土地調整委員会設置法 49条に基づく訴えは

挙げられていない）。 
4 もっとも、藤田が、平成 14年最高裁判決に対して批判的であり、法律上の争訟性を、個人の

権利利益の保護目的の提訴に限っていないこと、藤田が念頭に置いているのは、あくまで私人

が審査請求を行う場面であること、内部行為外部行為の二分論もあくまで一つの補助線に過ぎ
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うな理解も可能であるとしても5（最高裁昭和 61年２月 13日判決・民集 40巻

１号１頁は、藤田が指摘するように、市町村営の場合の土地改良事業認可は、

国営又は県営の場合の事業計画決定に対応し、後者については、行審法上の不

服審査ができる旨が規定されていることを決定的な論拠として処分性を肯定し

ていた）、平成 17年最高裁判決については、素直に読むなら、名宛人である地

方公共団体に対する関係で処分性を認めたものであろう。 

   都市計画事業認可については、最高裁平成 11年 11月 25日判決・訟月 47巻

６号 1416 頁の先例があるが、同判決においては、都市計画事業認可が処分性

を有することについて特に触れることなく、事業地の周辺住民の原告適格が問

題とされ、土地計画事業認可又は承認の告示による、事業地内における当該事

業の施行の障害となる土地の形質の変更等の制限等から、事業地内の不動産に

つき権利を有する者については原告適格が肯定されるとしても、単に居住等す

るに過ぎない者については原告適格が否定されると判示しているが（第一審、

原審においても同様）、処分性が事業地内の不動産につき権利を有する者に対す

る法効果故に認められたと読むのは困難である。 

   また、被告は、行政機関だけでなく私人も受けられる処分について処分性が

認められている例については、一般私人は、一般公益の保護を直接の目的とす

る権限を持ちえないため、行政機関から処分を受ける場合には、常に、個人の

権利利益の帰属主体という立場で処分を受けることになると反論を行う。 

   しかし、国又は地方公共団体以外の団体に対して行政権限が付与される場面

は当然にあり、水道法にせよ、競馬法や自転車競技法の例にせよ、処分の法効

果自体は私人と地方公共団体とで異ならないのだから、被告の反論には理由が

ない。 

   「行政権限についての処分」、すなわち、「個人の権利利益の変動を前提とし

                                                                                                                                                            

ないとしていることは既に前回指摘したところである。 
5 ただし、市町村に対する規律的効力を否定しているとも読めない。 
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ない処分」（答弁書 37頁）というのは、被告自身による独自の定義である。 

被告は、同じ処分の法効果が、地方公共団体に対しては、権利利益の変動を

もたらさないのに、私人に対しては、権利利益の変動をもたらす、というので

あるから、定義自体が破綻しているとしか言いようがない。 

ちなみに、都市計画法上の都市計画事業認可や土地改良事業認可は、私人も

名宛人とすることができ（都市計画法 59条４項、土地改良法 95条）、固有の資

格と理解されている例だが、これらについても同様のことがいえる。 

                                  以 上 


